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　Germany introduced the imputation tax system （Anrechnungsverfahren） as of 1977 with 
two different tax rates on distributed profit and non-distributed profit, respectively. This 
taxation system was based on the fictional theory of corporation and solved various problems 
of the former tax system （such as duplicate taxation on both corporations and their individual 
shareholders）, which was based on the real entity theory of corporation. The imputation 
tax system has been evaluated as very logical and consistent in logicality, but the tax 
administration consequently became very complicated and expensive. In addition, it differed 
from the tax systems of other European countries, even though harmonization of the tax 
system was one of the important targets of the European Union （EU）. As a result, the system 
was finally abolished in 2001.
　In light of the expiration of the interim measures period at the end of fiscal year 2018, I 
attempt to re-evaluate this system, which was applied for 24 years in Germany, as to whether 
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対留保利益法人税額 ▲ 525 525 ▲ 560 560
法人税引後留保利益 475 440
配当時の還付 or 要納付額からの控除 279 ▲ 279 200 ▲ 200
出資者への配当送金額 754 640










手取り配当額 754 754 640 640
法人段階での前払税金 なし なし ④ 360 ④ 360
個人出資者の課税所得 754 754 1,000 1,000
（20%） （56%） （20%） （56%）
所得税額（課税所得 × 税率） 151 422 200 560
法人段階での前払税金 なし なし ④ ▲ 360 ④ ▲ 360
要納付（▲還付）所得税額 ② 151 ③ 422 ⑤ ▲ 160 ⑥ 200
法人段階と個人段階の合計税額 ①＋②　397 ①＋③　668 ④＋⑤　200 ④＋⑥　560
法人段階と個人段階の合計税率 39.7% 66.8% 20% 56%











































































た5。なお、EK は Eigenkapital を略したものである。




























































































































56% の税率による法人税既納付額（逆算） ▲ 56% ▲ 875
EK56からの配当 44% 688












































































































































EK50 EK45 EK02 合計
法人税引前利益 1,000 1,111 ▲ 111 1,000
法人税 （50%） ▲ 500 →（45%） ▲ 500 − ▲ 500
税引後利益（EK50/45/02） 500 611 ▲ 111 500
出典： Price Waterhouse（1998）
（28）





























EK50 EK45 EK02 合計
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に EK50から配当を行った場合と EK50から EK45に組替えられる前（すなわち1998年度
末以前）に EK50から配当を行った場合、さらには EK50が EK45に組替えられた後（す
なわち1999年以降）にこの組替えられた EK45から配当を行った場合で以下のように差が
出たのである。
ケース1： 配当利益に対する税率が30% に引き下げられる前（すなわち36% のとき）に
EK50の500から配当を行った場合
　　　 留保利益に対する50% の税率と配当に充てられた利益に対する36% の税率の差額
である14% が還付・控除され、還付・控除の額は140となる。
　　　　　　500（EK50の額）×（50%−36%）/（100%−50%）＝  140 
ケース2： EK50から EK45に組替えられる前に EK50の500から配当を行った場合
　　　 留保利益に対する50% の税率と1994年に変更された配当に充てられた利益に対す
る30% の税率の差額である20% が還付・控除され、還付・控除の額は200となる。
　　　　　　500（EK50の額）×（50%−30%）/（100%−50%）＝  200 
ケース３： EK50がEK45に組替えられた後にこの組替えられたEK45の611から配当を行っ
た場合
　　　 留保利益に対する45% の税率と配当に充てられた利益に対する30% の税率の差額
である15% が還付・控除されるということになり、還付・控除の額は167となる。


























配当対象年次→ 1990～1993年度 1994～1998年度 1999年度～
EK50から EK50から 組替後の EK45から
配当利益に対する法人税率→ （36%） （30%） （30%）
＜法人段階での課税＞ 表5を参照
課税利益（法人が上げた利益） 1,000 1,000 1,111
対留保利益法人税額（50%）① ▲ 500 ▲ 500 ▲ 500
法人税引後留保利益（EK50 or EK45） 500 500 611
配当時の還付・控除② EK50×14/50＝140 EK50×20/50＝200 EK45×15/55＝167
出資者への配当送金額 640 700 778
＜個人段階での課税＞
手取り配当額 640 700 778
法人段階での前払税金③ 配当 ×36/64＝360 配当 ×30/70＝300 配当 ×30/70＝333
個人出資者の課税所得④ 1,000 1,000 1,111
＜法人と個人の合計納税額＞
法人：対留保利益法人税額① 500 500 500
法人：配当時の還付・控除② ▲ 140 ▲ 200 ▲ 167
個人：個人所得税④ × 各自の税率 T1 T2 T3
個人：法人段階での前払い税金③ ▲ 360 ▲ 300 ▲ 333
法人段階と個人段階の合計税額 T1 T2 T3
出典：筆者作成
（30）
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Step 1：EK45を EK40に組替える












1998年度末での EK50の EK45への組替えおよび2000年度末での EK45から EK40への組
替えによって、ほとんどの法人で EK02がマイナスになっていたことから、「配当すれ
ば10% 還付される留保利益」である EK40が EK02のマイナスに対応する分だけ永久に
還付されないことになったのである。





表７： 2000年度末での EK45の EK40への組替え
（1998年以前の法人税引前留保利益1,000＝550の EK45の EK40への組替え）
組替前 組　　替　　後
EK45 EK40 EK02 合計
法人税引前利益 1,000 1,125 ▲ 125 1,000
法人税 （45%） ▲ 450 →（40%） ▲ 450 　　− ▲ 450
税引後利益（EK45/40/02） 550 675 ▲ 125 550
出典：PricewaterhouseCoopers（2000c）39頁
（32）
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表７： 2000年度末での EK45の EK40への組替え
（1998年以前の法人税引前留保利益1,000＝550の EK45の EK40への組替え）
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対留保利益法人税額（45%）① ▲ 450 ▲ 450









法人：配当時の還付・控除② ▲ 150 ▲ 113
　　法人の納税額⑤ 300 337
（税率20% の個人のケース）
個人：個人所得税（注） ④ ×20% ＝200 ④ × 1/ 2×20% ＝79
個人：法人段階での前払い税金③ ▲ 300 ０





個人：個人所得税（注） ④ ×30% ＝300 ④ × 1/ 2×30% ＝118






個人：個人所得税（注） ④ ×40% ＝400 ④ × 1/ 2×40% ＝158
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出典：OECD Revenue Statistics のデータより筆者作成
（35）






















































































































Oberfinanzdirection Koblenz（2001）Verfügung vom 15. 05. 2001（S2830A）
OECD Revenue Statistics, Government = Federal or Central government, Tax = 1200 Corporate, 
Variable = Tax revenue in national currency, Country = Germany. http://stats.oecd.org/
Index.aspx?QueryId=21699で入手できる
Price Waterhouse（1998）「1993年度以前の利益の早期配当」
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